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地方都市郊外の幹線道路沿道における土地利用の現状と問題点

―長野県の未線引き用途無指定区域を対象として―

浅野純一郎　瀬口哲夫

A study on actual condition and problems in the roadside areas in the suburbs of local cities
-In the case of loose regulation areas in Nagano Prefecture-

Junichiro ASANO Tetsuo SEGUCHI

The aim of this study is to clarify locational structure and changes of retail facilities in loose regulation areas in
Nagano Prefecture. There are two subjects in it. One is the problem that the big and quick changes of retail location,

weuse large-scale stores mainly, have an influence on surrounding areas. The other is land development in loose
regulation areas. We try to study them by examining the structure of law, urban and firm planning and commercial

policy. The location of retail facilities there is mostly in line and along the arterial roads. These have been found

since around 1980 and tend to increase. By the easing of opening-restriction of large stores it is foreseen that it will

continue.

キーワード：未線引き用途無指定区域（白地区域），ロードサイド，土地利用，大型小売店舗

1．はじめに

都市郊外での商業施設の立地は，近年非常に活発

である．車社会が浸透し，その多くは幹線道路やバイ

パス沿道に張り付き，様々なロードサイドビジネスを産

みだしているが，この現象は交通の手段を自家用車に

頼る地方都市において特に顕著である．一方，60年代

後半から70年代にかけて地方都市の駅前等，都市中

心部に出店した大規模ショッピングセンターが，狭小な

駐車場や割高な地価等の理由で，相次いで撤退し，

郊外に大規模な店舗を商え直す事例もあり，ここ数年

の大店法（l）の緩和が，これらの現象に拍車をかけて

いるのが現状である．

本研究では，大規模な商業施設の立地が，周辺地

域の都市構造の変化に少なからぬ影響を与える点，

チェーン型店舗の工期が短い（撤退も素早い）ことから，

その変化が急激である点，さらに大店法緩和により，出

店調整期間が短くなり一層迅速化している点，また線

引き制度の運用のないような地方都市でも開発行為が

進行している点．等の見地から，比較的機動性に富む

商業施設の立地に着目し，都市郊外でのスプロール

現象を分析する．このように未線引き用途無指定区域

での商業施設の立地構造を分析し，その問題点，課

題を明らかにするのが本研究（2）の目的である．尚，商

業施設の郊外化・沿道化に関する既存研究としては，

ロードサイド店に着眼し，その立地構造や経営面での

特徴を調査した研究1），地価との関連についての研

究　2）や大型店の立地構造や周辺環境への影響につ

いての研究3）等があり，他方，未線引き用途無指定

区域での開発実態に関する研究　4）も見られるが，この

法定区域での商業施設の立地状況に特定した研究は

少ない．

2．研究の方法と対象地城

南挙施設が特に集中して立地する場所の特定や，あ

るいは商業集積地の境界を明確に特定することは困

難な課題であるが，本研究では都市商業（特に地方中

小都市）において，売上高，店舗面積等で大きな比重

をしめる第1種・第2種大規模小売店舗（以下，大規模

小売店舗は大型店と記す）と中型小売店（3）を指標と

して，各都市における商業施設立地の全般的傾向を

分析する．これらの資料として，第1種・2種大型店につ

いては，東洋経済新報社の「’94全国大型小売店総

覧」より基礎資料を得，また，中型小売店については，
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各市役所商工部等より中型店リストを入手した.従来,

この種の商業施設立地の研究では,第1種 ･2 種大型

店のみを扱っている例が多いが,郊外幹線道路沿道

に立地する衣類･カー用品･スポーツ用品等の各種物

販チェーン店では495 rrf等,第二種大型店規模に満

たない500 m2未満の店舗面積で出店し,大店法の調

整をまぬがれる店舗が多く,これらの店舗のデータが

欠落していた･本研究では中型小売店を扱うことで,よ

り現状に即した分析に近づくことにする.

研究対象地としては,盆地部に市街地が形成される

ことで商業基盤(商圏)の独立した都市の多い長野県

を取り上げる･長野県下17 市のうち,未線引き都市は,

長野市･松本市･塩尻市,須坂市を除いた13 市であるが,

中型小売店の資料の入手ができなかった大町市,飯山

市の2市も除き,11市を研究対象都市とする.

研究のフローとしては,まず都市計画と農業の,両サ

イドからの土地利用制度の現状を整理する.次に,大

型商業店舗の立地に大きく作用する大店法を主とした

商業政策の運用が,いかに影響したのかをふまえた上

で,上記資料から大型･中型店の分布図を作成し,都

市間での比較を行った.また,その中で特に店舗の集

中する箇所を代表的事例として5カ所抽出し,各市ゼ

ンル 住宅地図や現地調査から土地利用の実態を分

析した･このような過程により都市サイド,農業サイド,両

サイドからの土地利用制度と商業政策からの規制効果

をとらえ,問題点を考察する.なお,本章において,第

1種大型,第2種大型店をまとめて大型店,中型小売店

をも含めて大型中型店と呼ぶ.

3･未線引き用途無指定区域における土地利用規制

表1は,区域区分制度によって分類される各区域に

おける,都市計画法,建築基準法,｢農業振興地域の
整備に関する法律｣(以下農振法)による土地利用規

乱 開発許可,用途地域による用途･建築規制を一覧

したものである･都市周辺部での土地利用規制には都

市計画サイドの他に,農業サイドからの規制がある.農

振法による農業振興地域の指定及び農用地区域の指

定がそれであり,これらは市街化区域,未線引き用途指

定地域を除いた都市計画区域と重複して設定すること

ができる(4)(表中 B,D,当然都市計画区域外にも指定

することができる).農振農用地区域では,開発行為に

ついては許可が必要であり,商業施設等の設置をする

場合には農振農用地区域の除外が必要である 5).そ

れに対して,農振農用地区域以外の未線引き用途無

指定地域(表中 D)では,開発許可制度は開発行為

が3000 nf以上の規模の開発のみに限られることや,開

発許可の基準についても市街化調整区域で適用され

る立地基準(都市計画法34 条)が除かれていることから,

規制が非常に緩いといえる.また市街化調整区域での

建築許可制度(都市計画法43 条)も運用されていない

ため(5)･土地の整地が行われていれば,ほとんど店舗

出店は自由である･このように,本研究で扱う未線引き

用途無指定地域は,法規制上の点から管理･規制の

ない無秩序開発の危険性の指摘される地域であり,商

業施設の場合,出店がかなり自由な地域である.

4･大型小売店･中型小売店の出店傾向

4- 1.商業政策による規制

地方都市における大規模商業施設が周辺部-与え

る影響は大きいが､これら大型中型店の出店規制を行

ってきたのが､大店法を中心とした商業政策である｡本

節では､長野県下17 市での商業政策運用の流れと､

それによる店舗出店候向の変遷を概観する｡図1は､

店舗規模別(6) に大型中型店の1年あたりの出店数につ

いての変化と､大店法の運用推移 6)や､長野県や各

都市の中型小売店出店指導要綱の策定推移 7)を表

したものである｡

大店法は,出店店舗の規模ごとに商業活動調整協議

会 (1992 年以降は大規模小売店舗審議会)による出店

調整を行ってきた･当初の大店法 (1974 年施行)は,店

舗面積1500 nf以上の店を対象としていたため,1500∬f

未満の店の出店ラッシュが起こり,その為1979 年の大

塞-1区域区 と土地 利用5.=--.鷲

浪引きの有事 建築放課 用途地域柏倉 建蕪1年可 Br溝許可'肘lFr Jt振地域■用地区域有無 BI萌1拝可さ.不専一する辛な書､の(Rの※本.除くー

A 市街化区域 ○ ○ ○ ○ 開発規模1000JJ未満の粥発行為市街化等の状況により300nL以上1000江f未済で各自治体で定めることができるlIl閲兵許可の基革...技術基串 (都市計商法33 粂) ×

ら 市街化ZI盤区域 (⊃ ○ × ○ ○ A業等の用に供する政令で定める建築等※粥発許可玉串としてBfI発事故会の兼を-たもの(開発規秩5-20h a以上､沿道サービス施設等)J開発許可の基準.-技術基ZI(都市7+画法33粂)立地基申 (都市計商法34粂) ○ 又は ×

C 未井引き × ○ ○ ○ 開発規模3000 d未済の開発 ×都市計画区域 (政令によりlOOO 汀ほで引き下げることができる)
i…r-,.紳 j,.TL ■開発許可の基革...技術基革 (都市計画法33 粂)

D 未浪引き都市計画区域 × ○ × × ○ Cに同じ (昭和49年より) ○ 又は ×
.=三.I.k､i=-Ij..,.-. T開発許可の基申...技術基準 (都市計画法33 粂)

E 都市計画区域外 × △※2 × × × ○ 又は ×

店法改正で第2種

大型店(500-1500

rrf)が追加された.
図1をみると,1972

年から1979 年にか

けて第2種大型店

の出店が多くなって

いるが,1979 年に

第2種大型店も出

店調整されるように

なると,1982 年から
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凡例,及び説明
①図中グラフは,各掩店舗の出店傾向を示す (凡 例 口 第1種大型店 +節2種大型店 ◇ 中型店 )
②国中,上部記述は,中型店閑適要肋の策定時を示す
③図下の記述は,大店法の運用推移を示す.なお,各項目の性格を端的に示す為.

図-1. 大型小売店乱 中型小売店舗の出店推移 (長野県の由融 こおいて)

出店数が大きく減少していることがわかる.さらに

1982 年,1984 年には相次いで出店自粛通達が出され

たが,この規制強化期には第1種大型店,第2種大型店

共,出店傾向は低い水準になっている.しかし,大店

法運用適正化期の後,1990 年からの規制緩和期を向

かえて出店傾向が上昇に転じ,特に1992 年の改正大

店法施行後は,第2種大型店の出店が大幅な伸びで

あり,1 種大型店の出店も増加している.また1994 年5

月の運用基準緩和では,店舗面積1000 rrf未満の店舗

は原則として出店自由となり,この傾向はさらに加速し

ていることがわかる.

長野県中型小売店舗対策要綱は,1974 年の大店法

施行後におこった当時規制外の店舗面積1500 nf未満

(当初､中型店)の店舗の出店ラッシュによって,長野

県商工会連合会の要請をうけて1978 年1月に制定され

た.しかし翌79 年の大店法改正で第2種大型店が規制

されると,わずか1年たらずで廃止され,その後は長野

県商工会連合会の指導により各市町村レベルで要綱

が策定されるに至った 7X7).図をみると,長野県対策

要綱と79 年の改正大店法によって,第2種大型店と中

型店の出店が著しく抑制されているのがわかる.その

後,中型店の出店傾向は上向き,後を追うように各自

治体の要綱策定がなされている.中型店指導要綱は

自治体ごとに内容に格差があったものの,当初は調整

作用もあった.しかし,1990 年5月のr大店法運用の適

正化通達｣をうけ,1992 年に各々の自治体で要綱が改
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正され,内容はほぼ横

並びとなり,届出のみ

で骨抜きになった.こ

れによる中型店の出

店増加は歴然として

いる.このように,大店

法を中心とした商業政

策は,1974 年の大店

法施行から1980 年代

中頃までは,抑制策と

して大型店,中型店

の出店傾向に歯止め

を掛けていたが,90 年

代からは相次いで規

制緩和されて,出店

増加が著しくなった.

また,消費者主権を掲

げた流通産業の台頭

が価格破壊現象をも

たらしている現状は,

さらなる規制緩和論を

呼んでおり,この傾向は今後も続くことが予想される.

4-2. 未線引き用途無指定区域での大型店･中型店

の出店時期

調査対象とした11の未線引き都市における大型店,

中型店の数を,用途指定区域内と用途指定区域外の

区分で分けてみると,11市の延べ321 店舗の内,約4分

の1の78店(24.3%) は用途無指定区域に立地している.

さらにこれらの内,開店日が特定できた店舗データより

出店推移を累積で見ると(図2),用途指定区域におけ

る出店の増加は70 年代初頭から始まっており,80 年代

にかけて増加の一途をたどった後,90 年代に入り,さら

に延びが急になっている.一方,用途指定区域外に

おいては,本格的に増加が始まったのは80 年代半ば

からで,特に90 年代に入ってから顕著である.そのた

め,店舗ストックの年代別構成が全く異なっている.用

途指定区域内では,90 年以降に出店した店舗は71
出店数
ZOO

160

120

80

40

0
+ 用途指定区J*

--▲一一一用途指定JSJd外 l _.声 ■

J r d i蒜…

J iTd 2 :.

ぜ¢dL 昏 ◎ や や や や や や ¢ せ せ 命 中 ¢ ㊥
図-2. 未線引き蔀市における大型･中型店の累積推移
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調査個所 路線名 lMn■Ll…l,引L-- 調庶路I汲長 Fit.=
中野▲ 国道403号 lZ対面Z革綴 20004
上田▲ 国道18号 12対面2車線 2750Eb地方着匹市間連絡.主要幹線道
駒ヶ根▲県道助力岳公開線 12対面2車線 2000nインターアクセス道路
立田A 国道153号 16対面2車線 T820EI地方都市間連絡.幹線道路

図-3. 未線引き用途無指定区域における大型ヰ型店分布図 一長野県の未線引き都市を対象として～
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店舗,全体 (194 店舗)の36.6% なのに対し,用途指定

区域外では,同じく90 年代以降に52 店舗が出店し,全

体 (73 店舗)の71.2% を占めている.また,90 年以降に

出店した123 店舗の内,用途指定区域外におけるもの

は42.3% を占めている.

5. 大型小売店･中型小売店の分布状況

図3は,研究対象都市として取り上げた長野県下11

市における大型中型店の分布図である.図中には平

成2年度のDID地区と用途指定地域の範囲も示し,対

象都市の各指標(人口,DID人口,用途指定地域面積

等)は表2に掲げた.また,表2では,各都市の未線引

き用途無指定地域における大型中型店数についても

一覧している.これらより大型中型店の分布状況をみ

ると,未線引き用途無指定地域に全く大型中型店の

出店の無いのは3市(岡谷市,茅野市,更埴市)であり,

他8市では出店がみられる.特に上田市,飯田市,中
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野市においては10 店舗以上の出店がある.また分布

形態の特徴としては,第一に,多くが幹線道路沿道に

線状に分布していることがあり,第二には,分布範囲が

広域化していることがある,後者については,用途指

定地域に近接して店舗分布が見られる市(諏訪,駒ヶ

根市等)がある一方で,用途指定地域から1-2km 以

上離れて店舗分布が進んでいる市(上田,俵田,小諸,

中野市)もある.

次に,都市ごとに大型中型店の出店の有無がある原

因を考えると(表2),第一に人口規模がある.上臥飯

田市といった10 万前後の人口をもつ,地域の中心的

都市では未線引き用途無指定地域での店舗数が非常

に多く,逆に店舗数が皆無なのは人口規模が下位の都

市に見られる.第二に,低密で広範囲に及ぶ人口分布

がある.岡谷市を除く全ての都市に共通することは,

DID人口率が低く,人口が低密度に,そして広範囲に

塞-2 鯛婁対象 市の各 檀- -
番号 都市名 ①人口 ②DⅠD面横 ③DID人口 ④用途指定 用途持定率 DID人口率 店舗数

rH4 ー kTTt(H2 ー lH2年ー lili●; (O AF,ー桜l (%ー'%2 !好3
1 ト田而 120717 lO_1 40398 1269 80 33 _5 22
2 I-I,:=; 92068 7_5 337 】 3 ;● 51 36.6 7g

3佐 久 市 62761 4 _4 16013 ー●● 41 25.5 6

4 伊那市 61150 4_3 14837 934 46 24.3 4
5 l田谷1有 59266 ll.0 48406 ー 505 73 81_7 0
●!定一蛤市 52舶tt 4_6 21722 1 412 33 41-0 8
7案 野 市 512 59 4.0 13292 960 42 ● 0
8′ト法爺 45258 4_1 16049 682 ●l 35_5
9中野一軒 41268 2_9 12574 340 85 3 0.5 10
lO I;.; 37214 2_9 11782 822 35 31_7 0
※1:用途指定面横に占めるDID面横の割合｡②/①×100(%)
※2: 人口に占めるDTD人口の割合｡ @/①×100(%)
※3: 未森引き用途指定区域外における店舗数(第1種､第2種大型店､中型店の合計)｡

表-3 沿 道 土 地 利 用 分 類と内 容
fP.早 ■… 内 】良

A 放浪請 路 束 ri1母 店一紙 *租一中母り吉輔 .チェーンgレストラン.自1軌主眼兼.がソI)ンスタンr.i芹戯鮪設仙
i ′ト信輔 (拝 察 併 用ー Jh春信.飲Je店 .】畢#店.Ql)一二ンク̀店仇
C 件字: 声捷件宅.生合伴辛
D JL巷hFI辻搬 &作物加工所.JB董書直.斎希所(いずれも仕事併用含わー
∈ 書董所一仕事併用ー 工耗Tf.自th宜接辞所仇
ド 董清二施設 オフJス.銀 行 .TAセンタ一隻
G 工場.★丘 各稚工場.書丘
H ;:_.;; EE.也 .異相l粛

I 申地 傘 地 .鎌 田二帆.幹 立場 一店舗 REI;車以外一.書一汁tr]賂仇
J j首路 春草点-pの1首絵描 白の合計

ド 感 切 十.l奉輔 成り十.切 り戸.l奉格.鉄道
L 拝r川.]肘鉄 fir川.一軒一株

0 20 40 60 80 100I

図-4. 間口延長でみる沿道土地利用状況

広がっていることである.そのため,

都心部以外にも大型店や中型店

の立地を支える消費者ニーズが

あるものと考えられる.逆に,DID

人口率の非常に高い岡谷市では,

未線引き用途無指定地域-の店

舗出店はない(8) .第三に,用途指

定地域の場所である.大型店や

中型店の立地は周辺に消費者ニ

ーズがあることが条件だが,車客

を対象にして商圏が広いため,ご

く近隣に人口集積が必要なので

はない.そのため,周辺の市街化

が進んでおらず,用途指定がな

い場所でも,高速自動車道のイ

ンターチェンジアクセス道路や,

他都市とを連絡する幹線道路沿

道では,ほとんどに出店がみられ

る(駒ヶ根,飯田,上田,中野,諏訪

の春市).

6. 幹線道路沿線の土地利用分析

6- 1.間口長さからの分析

前章でみたとおり,未線引き用途無指定地域での

大型中型店は,主に幹線道路沿道に線状に分布し

ている.特に集中してみられる箇所として,中野市,

上田市,駒ヶ根市,飯田市から計5路線を抽出して,

沿道(幹線道路の両側に抜道する敷地)の土地利用

状況を分析する.なお,路線場所や概要は図3で一

覧した.路線飯田B(以下,路線は省略)は,用途無

指定の約2070m の区間を,飯田A,上田Aについて
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秦-4 幹線道路志向型店舗の業種構成
(仕は ∴....

ナンハ●書籍内密 中 野 A トEflA EElケ根 飯田A ん一.:: ;● (%) ■ --

1 地物.衣服.身の回りE.Pb 2 2 1 8 3 16 17.0 [コ

2 飲 .倉料 E.. 5 3 1 2 4 15 16.0 ●

3 L=L,-那 1 2 1 3 1 8 8.5 ●
4 自th宜阪帝 6 1 2 2 1 12 12.8 ▲

5 豪且.豪東インチlJ7 0 I 2 4 0 7 7 .4 △

6 その他(書籍.スホ●-ツ啓一 4 3 1 6 3 17 18_1 ■
7サ ービス.1点薬 2 3 0 I 1 7 7 .4 ∇
只ガソリンスタンド 2 3 3 2 2 12 12ーtl ▼

(D上記業種構成は､r国勢調査に用いる産業分類J(総凍庁)の中分類に基づく｡
¢)｢挽物･衣収･身の回り品lは寝具･かばん･洋品類等も含まれるが.本文中で特に
ふれる衣服･靴のチェーン店に関するものは､記号｢◇｣で示す｡

は用途指定地域境界から行政区域境界までの各々

1820m,2750m の区間を対象とした.また,駒ヶ根Aは

用途指定境界から2000m の区間,中野Aについては,

国道403 号と国道292 号との接続点より2000m の区間を

対象路線とした.

この5路線の両側区間での土地利用の実態を,調査

の結果から得られた内容より13項目に分類し(表3),

間口長さによって分析した.資料として,各市ゼンリン

住宅地図(1994 年版)を用い,キルビメータで路線長を

計るという手法を用いた.なお,上田A,飯田B,中野A

については,現地-赴き,現状土地利用の状態と照合

した.その結果を図4にみると(図中の記号は表3での

内容を凡例として使用しており,両者は一致している),

幹線道路志向型店舗がいずれも約20-30% と大きな

比重を占めている.2番目に多いのが田畑(記号H) で

あり,次いで空地(記号りや業務施設(記号F)が続い

ている.内陸部-の自動車による陸上輸送の幹線道

路として機能する国道18 号(上田A) では,業務施設が

目立つ.また現在未開通ながら,インター-接続する

バイパス道である飯田Bの国道153 号沿道では農振農

用地区域の指定がなされていたが,農村活性化土地

Jt斤&さ(rn)
11 0

100
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10

70

■◆

50

10

34
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利用構想 5)(9) により農振農用地区域の

除外が行われて,店舗が出店している.

現段階で既に空地(りの割合が大きく,

今後バイパスの開通と共に急速に開発

圧力が高まる事の予想される路線である.

同様に,駒ヶ根Aの場合も,農振農用地

区域の指定があるが,各々の店舗が個

別に除外を受けて出店していた.ここで

は,店舗数が少ないが(表4),核店舗の

店舗面積8000 rrf,延べ床面積17500rrf

の巨大な第1種大型店があったことから,

間口長さの比率が大きくなった.

6-2. 幹線道路志向型店舗の業種柵成

表4は,調査対象路線にある幹線道路志向型店舗

の業種分類を試みたものである.ガソリンスタンド

(12.8%) や自動車販売 (12.8% ),その他の小売業

(18.1 %)が多いのは,従来の幹線道路沿線での商業

立地構造と特色を同じくするが,飲食店が少なく

(8.5%) ,衣服･身の回り品 (17.0%) や飲食料品

(16.0%) の比率が高いことから,他地域からの購買客

や観光客向けの機能を有するのではなく,周辺地区の

購買者を対象とした買い回り品を供給する機能を有し

ていると考えられる.特にその傾向は中野A,飯田A,B

で顕著である.また,前章では,未線引き用途無指定

地域に人口が多いことが商業的ニーズを高め,商業店

舗出店につながることを指摘したが,調査対象路線の

業種構成も周辺地域を対象とした内容になっている.

6-3. 敷地の間口長さと奥行長さ

対象路線のうち,幹線道路志向型店舗の立地が最

も多い飯田Aについて,店舗の業種と店舗敷地の関連

を分析し(10 ),図5に示した(図中の記号は表4の中で凡

■l
■ !
○ A

■ ム ▲ A II ■ rv

○

i Zl_

【コ も E30 ▼ Ii

□ ●●▼ 一I
∇

0 20 10 60 80 100 120
rRE)Aさ(m)

図-5. 店舗敷地の間口長さと奥行長さによる散布図(坂田IA 調査路線)

例を示している).各店舗はほとんどが不

整形な敷地に形成され,後背地には区

画道路がなく,農地が広がる為,前面道路

から奥-の進出も自由な状態である.奥

-の広がりを捉えるため,前面道路から

最も遠い部分までの長さを奥行きとし,値

は住宅地図から計測した.これによると,

間口長さは一様に分散しているが,奥行

き長さは20-45m と,60-85m にほぼ2つ

のグループに分かれる.業種と敷地の間

口長さ･奥行き長さの関係をみると,紳士

服や靴のチェーン店(記号 ◇)は間口

がほぼ一定であり(間口長さ50m前後に

多く分布),敷地面積の大小が奥行きによ

り左右されていると考えられる.これらの

店舗は店舗形態や建物配置が類似して
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図一6.店舗の敷地偏平度と敷地面gtで見た散布図(成田-A調査蕗線)
おり,敷地面積の大小に違いが現われるのは,駐車場
スペースの大きさに違いがあるためである.飲食店(記
号●)や自動車販売(記号▲)も,各々,間口長さ20
-40m,50-60mと,ほぼ同一グループに固まる傾向
が見られる.一方,家電販売店(記号 △),ホームセ
ンターやブックストアに代表される｢その他の小売業｣
(記号■)は,広大な駐車場を抱え,店舗そのものよ
りも駐車場スペースにより敷地形状が影響をうけており,
敷地の形状に関係なく広さのみを追求して広がる傾向
にある.郊外での店舗は一様に駐車場スペースの大き
いことが指摘されるが,業種によりさらに特定される.衣
服や靴,自動車販売等は,本来,来客が多い業種では
なく,客が集中する時間,曜日が比較的分散している

が､ホームセンターやブックストアーでは休日等での客

の集中が非常に大きく,全く対象的である.つまり,香

が特定の時間に集中する業種は,集中時に必要とさ

れる駐車場を確保する必要があるため,敷地も非常に

広大なものとなっている.

6-4.敷地面積と敷地偏平度

次に,同じ資料を用い,敷地偏平度(奥行き長さ/

間口長さ)と敷地面積の関係をみる(図6,各記号は表

4に凡例に従っている).面積は住宅地図よりプラニメ

ータで計測した.これによると,まず,飯田-Aの調査路

線沿道では,敷地偏平度が0.4-3まで,敷地面積が

500rrf～7000汀はで,形状,規模共,極めて多様な敷地

に店舗が出店していることがわかり,街区区画が全く不

整形である背景が表れている.次に,業種ごとの特徴

をみると,先に示した紳士服や靴のチェーン店(記号

◇)は,ここでも比較的類似した分布となっている.また,

｢その他の小売業(記号■)｣は極めて広い範囲に分布

しているが,これは敷地の大部分を駐車場スペースが
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占めるため,敷地形状のタイプが問わ

れないためであると考えられる.また,

敷地面積の規模と形状に興味深い関

係が見られる.つまり,敷地面積500-

2000 nlの店舗群 (A グループ)は敷地

偏平度が0.4-1 に分布しているのに対

し(奥行き長さに対し間口が広くなって

いる),敷地面積が2000-3000 nfの店

舗群 (B グループ)では敷地偏平度が1

-3 に分布している(敷地が奥に広がっ

ている).さらに敷地規模が大きくなると

(5000-7000 nlのCグループの店舗で

は),再び奥行きに比べ間口長さが広く

なる形状に戻っている.ここでの店舗建

物の店舗面積は大半が300 n2-1500

m'程度の店舗であることから推察すると,

敷地面積の広さに限りのある場合は(ここでは店舗面

積500-2000 mf程度では),間口長さを確保するような

形状となり;敷地広さに余裕がある場合は奥行き-広

がる(この場合の余剰面積は駐車場に利用される).さ

らに規模が大きくなると(C グループ),間口長さが広く

なるが,これは巨大駐車場-の車の出入りを円滑に機

能させるためであると考えられる.このように各業種の

営業展開に必要な敷地形状や面積が,各々確保され

ていると考えられるが,これらは自然発生的に形成され

たものであり,計画性があるわけではない.

7. まとめ

線引き制度の運用のない地方中小都市では,郊外

に用途無指定地域を広く有している.このうち,農振法

による農振農用地区域の指定を受けていない区域は,

法制度上,土地利用規制の非常に緩い区域である.

本研究では,長野県を研究対象として,大型中型店

の進出状況を分析することで,当該地域での開発圧

力の高まりを確認した.特に90 年代に入って,この傾

向は著しく,90 年以降では未線引き都市における大

型･中型店の出店総数の42.3% が用途指定区域外に

おけるものであった.

未線引き用途無指定地域における大型中型店の出

店の有無は,都市間で格差があるが,人口規模の大

きい(10 万程度の)地域中心都市においては店舗出店

が特に多い.DID人口比率の低い都市が多い地方都

市では,都心部以外の郊外にも相当数の人口があり,

大型中型店の立地を支える商業的ニーズが十分ある

ものと考えられる.店舗分布形態の特徴は,第-に,

幹線道路沿道に線状に分布するケースが多いことであ

り,第二に,分布範囲が広域化していることである.特
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に,他都市とを連絡する幹線道路やインターアクセス

道路沿線に用途指定の無い都市では,未線引き用途

無指定地域での店舗立地が多くなっている.このような

沿道では,間 口長さにして約 20-30% が店舗敷地で

あり,他の都市的建物用途と比べて最大である.また,

その沿道商業集積地の業種構成は,周辺地域の買い

回り品を供給する機能を有することが多い.このように,

未線引き用途無指定地域においても十分に商業集積

を形成するだけの購買客が存在していると考えられる.

さらに地域間の交通網が発展することで,一層の商業

集積の進展が予想されるが,店舗の敷地の区画は,

各業種の性格から営業展開に必要な大きさ,形状が

決定されており,開発 ･建築の際の計画的な規制･管

理はない.このように,商業店舗 の立地範囲の拡大

(広域化)と,店舗の集積密度の進展という急速な変化

に,計画的な土地利用制度が十分に機能していない

現状は問題である.

補注

(l)｢大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関
する法律｣の略,本文では全て大店法と記す.臥 1998 年の

通常国会で大店法の廃止と新法大規模小売店舗立地法

(2000 年6月施行)の設置が決まった.

(2) 本研究は,都市計画輸文集30 号 (1995 年)で発表した研

究を基に,その後明らかになった知見をふまえ,加筆･修正し

たものである.

(3) 大店法で扱わない店舗面積500 nl以下の,300-500 rrfの

店舗の総称.中型小売店については,各自治体ごとに出店

指導要綱を定め,出店の際に届出を義務づけている例が多

い.しかし,大店法の規制緩和の流れの中で,中型小売店

舗に関する要綱もその内容に規制力はなく,すでに廃止して

いる自治体もある.

(4) 農振法第6条3項において,農業振興地域の指定は市街

化区域ではできないこととされている.また,通達(昭和45 年2

月21 日,建設省都計発20 号)において,農業振興地域の指

定は,都市計画区域に市街化区域が定められるまでの問は,

用途地域が定められた区域等では行わないこととされている.

(5) 都市計画法附則4項,5 項より.

(6) 大店法の改正のつど,第1種大型店,第2種大型店の定義

が異なるが,各店舗出店時の定義にあてはめてカウントし,

長野県下17 市の結果としてまとめた.つまり,図1は各店舗の

累積変化を示しているのではない,中型店については,リスト

の入手が可能であった14 市(松本市,大町市,飯山市を除く)

を扱い,開店日不明の61店を除いている.79 年以前の第2種

大型店の推移データは,当時の中型店定義のものであるが,

500-1500 rrfの店舗規模の推移をみる指標とできるためその

まま表記した.

(7)それ以前の中型店の定義は500-1500 nfの店舗面積であ

ったが,各自治体の定める要綱での中型小売店の定義は

300-500 nfの規模となった.

(8) 表2によれば,岡谷市はDID人口率が81.7% と高い上,用

途指定率(用途指定面積に占めるDID地区面積の割合)ち
73% と高くなっている.即ち,岡谷市の人口分布は用途指定

地域内に人口の大部分(少なくとも,D ID人口率の81.7%以
上)が集中していると考えられ,本節の脈絡でいくと,用途指

定地域外には人口は少なく,消費者ニーズも少ないものと考

えることができる.

(9) 安定的に農用地等の確保を図るのが農業振興制度の方

針であったが,他方で農村地域の活性化への要求の高まり

や,都市機能の地方-の分散等を背景にして,多様な非農

業的土地需要に対して的確な対応をする必要性から農村活

性化土地利用構想が制定された.活性化の対象施設は,高

速道路等のインターチェンジから至近距離に建設される工場

や流通業務施設等々,用途が限定されており,また認定を受

けた構想は,5 年間に限り農振農用地区域除外等で特例扱

いが受けられる.

(10) 同一店舗名で多区画へ進出しているホームセンターや,

同一区画-多くの店舗が複合進出したケースを含む為,表4

の集計とは一致していない.
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